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　第２章　日本の開発協力の具体的取組　　第３節　効果的で適正な実施に向けた取組

２．開発協力の適正性確保のための取組

日本の開発協力は、開発協力大綱の実施上の原則を踏まえて立案・実施されています。

(１）平和国家としての開発協力

日本は、開発協力大綱の下で、国際協調主義に基づ
く積極的平和主義の立場から、国際社会の平和と安定
および繁栄の確保により一層積極的に貢献するために
開発協力を推進していくこととしています。そのた
め、日本は「非軍事的協力による平和と繁栄への貢
献」という、平和国家としての日本にふさわしい開発
協力を推進することを基本方針としています。具体的
には以下のような原則を踏まえて開発協力を行ってい
ます。
開発途上国において政治的な動乱後に成立した政権

や反政府デモが多発している開発途上国に対する支援
については、日本は、ODAが適切に使われているこ
とを確認するとともに、開発途上国の民主化、法の支
配および基本的人権の状況などに日本として強い関心
を持っているとのメッセージを相手国に伝え、ODA
による支援を慎重に検討することとしています。
開発協力大綱は、ODAを軍事目的に用いないとい

うこれまでの原則を変えるものではなく、「非軍事的
協力による平和と繁栄への貢献」を掲げ、平和国家と
しての日本にふさわしい開発協力を推進する方針を堅
持しています。一方、近年、感染症対策や紛争後の復
旧・復興等の民生分野や災害救援等、非軍事目的の活
動において軍や軍籍を有する者が重要な役割を果たし

ており、国際社会における重要な開発課題への対応に
当たり、これらの者に対し、非軍事目的の協力が必要
となる場面がより増加していることを踏まえ、開発協
力大綱では、「軍事的用途及び国際紛争助長への使用
の回避」の原則の下、これまで十分明確でなかった軍
や軍籍を有する者に対する非軍事目的の開発協力に関
する方針を明確化しました。大綱策定以降、こうした
協力として、たとえば、エクアドルの軍籍を有する職
員に対する防災研修や、パプアニューギニア軍楽隊に
対する楽器の供与などを実施しています。こうした協
力の適正性確保のため、開発協力適正会議のような事
前の審査や事後のモニタリングにもしっかりと取り組
んでいきます。また、テロとの闘いや平和構築への貢
献に当たっても、日本の支援物資や資金が軍事目的に
使われることを避けるため、大綱の原則を十分に踏ま
えることとしています。
さらに、テロや大量破壊兵器の拡散を防止するな
ど、国際社会の平和と安定を維持・強化するととも
に、開発途上国はその国内資源を自国の経済社会開発
のために適正かつ優先的に配分すべきであるとの観点
から、日本はその国の軍事支出、大量破壊兵器・ミサ
イルの開発・製造、武器の輸出入等の動向に十分注意
を払って、開発協力を行うこととしています。

(２）環境・気候変動への影響、社会的弱者への配慮

経済開発を進める上では、環境への負荷や現地社
会への影響を考慮に入れなければなりません。日本
は、水俣病をはじめとする数々の公害被害の経験を活
かし、ODAの実施に当たっては環境への悪影響が回
避・最小化されるよう、慎重に支援を行っています。
開発協力を実施する際には、事業の実施主体となる

相手国の政府や関係機関が、環境や現地社会への影
響、たとえば、住民の移転や先住民・女性の権利の侵
害などに関して配慮をしているか確認します。2010
年に策定した「環境社会配慮ガイドライン」＊に基づ
き、開発協力プロジェクトが環境や現地社会に望まし
くない影響をもたらすことがないよう、その影響を回

避・最小化するための相手国による適切な環境社会配
慮の確保を支援してきています。このような取組は、
環境・社会面への配慮に関する透明性、予測可能性、
説明責任を確保することにつながります。
また、開発政策によって現地社会、特に貧困層や女
性、少数民族、障害者などの社会的に弱い立場に置か
れやすい人々に望ましくない影響が出ないよう配慮し
ています。たとえば、JICAは2010年４月に新環境社
会配慮ガイドラインを発表し、事前の調査、環境レ
ビュー（見直し）、実施段階のモニタリング（目標達
成状況の検証）などにおいて、環境や社会に対する配
慮を確認する手続きを行っています。
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３．連携強化のための取組

日本の開発協力は、多様な主体とのパートナーシッ
プの下で推進されており、その効果を最大限引き出す
ための様々な制度改善等を実施しています。政府・
政府関係機関による開発協力の実施に当たっては、
JICAとその他の公的資金を扱う機関（株式会社国際
協力銀行（JBIC）〈注3〉、独立行政法人日本貿易保険
（NEXI）〈注4〉、株式会社海外交通・都市開発事業支
援機構（JOIN）〈注5〉、株式会社海外通信・放送・郵
便事業支援機構（JICT）〈注6〉等）との間の連携を強
化するとともに、民間部門を含む多様な力を動員・結

集するための触媒としての役割を果たせるよう、様々
な主体との互恵的な連携を強化することとしていま
す。
また、2015年９月に国連サミットで採択された持
続可能な開発目標（SDGs）に関し、その達成に向け
た日本の取組を広範な関係者が協力して推進していく
ため、行政、NGO/NPO、有識者、民間セクター、
国際機関、各種団体等の関係者が集まり、意見交換を
行うSDGs推進円卓会議を設置し、様々なステークホ
ルダーとの連携を推進しています。

(１）官民連携

経済のグローバル化に伴い、ODAの約2.5倍の民
間資金が開発途上国に流入する現在、開発途上国の開

発のための資金ニーズに対応するためには、民間資金
による開発への貢献を促進することがますます重要と

(３）不正腐敗の防止

開発協力大綱においては、これまでの実施上の原則
に加え、開発協力の効果的・効率的な推進のための原
則が具体的に示されたほか、不正腐敗の防止、開発協
力関係者の安全配慮など、適正性の確保の観点からの
新しい原則も盛り込まれています。
日本のODAは、国民の税金を原資としていること

から、ODA事業に関連して不正行為が行われること
は、開発協力の適正かつ効果的な実施を阻害するのみ
ならず、ODA事業に対する国民の信頼を損なうもの
で、絶対に許されません。そのため、政府とJICAは
過去に発生した不正事件も踏まえ、調達手続きなどに
おいて透明性を確保するなど不正の防止に取り組んで
います。
2014年には、インドネシアにおける円借款事業を

めぐる不正により、日本企業が米国司法当局と司法取
引を行い、米国において有罪判決を受けたほか、イン

ドネシア、ウズベキスタン、ベトナムにおける円借款
事業等に関連した不正の疑いで、日本企業関係者が
国内で起訴され、有罪判決を受けました。外務省、
JICAとしては、上述のとおり、これまでにも様々な
不正防止策を講じてきたところですが、ODA事業へ
の信頼を損ねる事案が発生したことを踏まえ、不正腐
敗情報相談窓口の強化、不正に関与した企業への措置
の強化、企業へのコンプライアンス体制構築の働きか
けなどの再発防止策のさらなる強化を行っています。
また、このような事態を未然に抑止するためには、日
本側のみならず、相手国における取組・協力も必要で
あり、その観点から、相手国政府とも協議を行うほ
か、ガバナンス強化のための支援も行っています。ま
た、日本のODA事業関係者および相手国政府関係者
の不正腐敗防止に係る意識向上等を目的とした啓発資
料の作成、配布を行いました。

用
語
解
説

＊環境社会配慮ガイドライン
「環境社会配慮」とは、大気、水、土壌への影響、生態系および生物相等の自然への影響、住民が非自発的に移転しなければならないな
ど、環境面および社会面へその事業が与える可能性のある負の影響に配慮することをいう。環境社会配慮ガイドラインは、JICAが関与す
るODA事業において、こうした負の影響が想定される場合、必要な調査を行い、負の影響を回避、または最小化するとともに、受け入れ
ることができないような影響をもたらすことがないよう、相手国等が適切な環境社会配慮を確保できるよう支援し、確認を行うための指針。

注３：	 国際協力銀行　JBIC：Japan Bank for International Cooperation
注４：	 日本貿易保険　NEXI：Nippon Export and Investment Insurance
注５：	 海外交通・都市開発事業支援機構　JOIN：Japan Overseas Infrastructure Investment Corporation for Transport & Urban Development
注６：	 海外通信・放送・郵便事業支援機構　JICT：Fund Corporation for the Overseas Development of Japan's ICT and Postal Services (Japan ICT Fund)


